





























































産業部門 183（52.5％） 197（49.0％） 187（45.8％）
民生部門 85（24.4％） 105（26.1％） 126（30.8％）
家庭 46（13.3％） 55（13.8％） 60（14.7％）
業務 39（11.2％） 50（12.3％） 66（16.1％）
運輸部門 80（23.0％） 100（24.9％） 96（23.4％）
乗用車 39（11.0％） 53（13.2％） 51（12.5％）




























































































































モデル）エンドユースモデル，GDMEEM（Goto’s Dynamic Macroeconomic-Energy Equilib-






































































産業部門 490（134) 495（135) 427（116)
民生部門 263（ 72) 318（ 87) 263（ 72)
家庭 138（ 38) 166（ 45) 136（ 37)
業務 124（ 34) 152（ 41) 127（ 35)
運輸部門 212（ 58) 256（ 70) 247（ 67)
エネルギー転換部門 77（ 21) 86（ 23) 80（ 22)
エネルギー起源合計 1,042（284) 1,155（315) 1,017（277)
非エネルギー起源
CO?，CH?，N?O
143（ 39) 141（ 38) 137（ 37)
HFCs，PFCs，SF6 48（ 13) 36（ 10) 73（ 20)

















































































税目 道路整備充当分 税率 税収（億円)
揮発油税 全額 48.6円/リットル 28,362（28,285)
石油ガス税 収入額の1/2 17.5円/kg 140（ 142)
国
税 自動車重量税 収入額の2/3の８割 自家用車6300/0.5t年 5,820
計 34,322（34,246)
地方道路譲与税 地方道路税の全額 5.2円/リットル 3,041
石油ガス譲与税 石油ガス税の1/2 17.5円/kg 140
自動車重量譲与税 自動車重量税の1/3 自家用車6300/0.5t年 3,746
地
方
税 軽油取引税 全額 32.1円/リットル 10,750


























４．お わ り に
中央環境審議会地球温暖化対策税制専門委員会の試算では，「地球温暖化対策税」による税
収をエネルギー効率向上にかかわる補助制度の導入や水素エネルギー・自然エネルギー開発
のための財源として使用するならば，3,400円/炭素トンという課税で1990年比の４％減を達
成できるとしている。しかし，この課税によって得られる税収は年間9,520億円であり，こ
の額は道路特定財源として道路整備に使用されている，国税と地方税とを合せて５兆6,000億
円を越す巨大な財源の17％に過ぎない。この小論では，この道路特定財源の一部を地球温暖
化対策に振り向けるならば，「地球温暖化対策税」という新たな課税は必要ないことを主張し
てきた。最近では公共事業の実施にあたって，多くの問題が指摘されている。使用目的があ
いまいなダム事業，採算の取れない高速道路や橋梁，巨費を投じても有効利用されていない
東京湾アクアラインなど，枚挙に暇がない。このような国税の無駄使いとも言うべき事業を
廃止して，地球温暖化防止に向けてのCO?排出対策などを国民の利益に連なる有効な「公共
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事業」として推進すべきであろう。
わが国の食料自給率は1970年の60％から2000年には40％（カロリーベース）までに落ち
込んでいる。食糧問題では自産自給という方策が叫ばれているが，エネルギー問題も例外で
はない。確かに，石油・天然ガスなどの化石エネルギーは輸入に頼らざるを得ないところで
はあるものの，石炭の埋蔵量は石狩炭田の64億トン，筑豊炭田の25億トン，釧路炭田の20
億トンと自産自給エネルギーとして利用すべき化石エネルギーであった。近視眼的な経済性
にとらわれた将来を見通すことのない政策によって，国産のエネルギー資源としての，この
大切な資源を捨ててしまったことは，まことに嘆かわしい限りである。
21世紀のエネルギーは，天然ガスそして水素電池と自然エネルギーといわれている。当面
は，環境負荷が低いとされる天然ガスをエネルギー源とする小規模分散型の熱電併給システ
ムの設置が急務となろう。ついで，天然ガスエネルギーを橋渡しとして，次世代エネルギー
の水素電池と自然エネルギー開発へ向けての取り組みが必要となる。
最近の報道（朝日新聞，2004/５/19）によれば，2002年度のCO?排出量は90年比で7.6％
増（CO?換算13億3,100万トン）で，前年比で2.2％増であるという。この値は京都議定書
が基準年とする1990年度比で7.6％も超過していることになり，日本に義務付けられた同年
比６％減の削減目標達成は一層難しくなってきている。環境省は，今後２％の経済成長が続
くとすれば，地球温暖化対策推進大綱を見直さざるを得ないとし，８月に公表する見直し案
に追加対策を盛り込む方針であるという。京都議定書の実現のためには，今後さらに厳しい
対策が必要になろう。
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